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共同企業体と地方公共団体との請負契約に 
付された約款における賠償金条項の解釈　
――最高裁判所第二小法廷平成 26 年 12 月 19 日判決（平成 25
　　年（受）第 1833 号、賠償金請求事件）集民 248 号 189 頁、
　　判時 2247 号 27 頁、判タ 1410 号 60 頁、金判 1471 号 26 頁、
　　審決集 61 巻 464 頁――
作内　良平
〔事実〕
　X（川崎市）は、平成 20 年 2 月、川崎市野川地区ほかの下水管きょ工事（以下「本件
工事」という）を一般競争入札に付した。A と Y とは、同月、本件工事の請負を目的と
して協定書（以下「本件協定書」という）に基づき A・Y 共同企業体（以下「本件共同
企業体」という）を結成した。本件共同企業体は、上記入札に応じて落札し、同年 3 月、






　第 1 条第 12 項　「乙が共同企業体である場合は、その構成員は、別添の共同企業体協
定書に従い共同連帯してこの契約を履行しなければならない。」（以下、この条項を
「本件連帯条項」という）






和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）の規定に違反する行為があった
として、独占禁止法第 49 条第 1 項に規定する排除措置命令若しくは独占禁止法第
50 条第 1 項に規定する納付命令（以下「原処分」という。）又は独占禁止法第 66 条
第 1 項から第 3 項までの規定による審決（原処分の全部を取り消す審決を除く。以
下「審決」 という。）を行い、原処分又は審決が確定したとき。」（（2）及び（3）略 
同第 2 項略）
　第 53 条第 1 項（不正行為に対する賠償金）　「乙は、第 48 条第 1 項各号のいずれかに
該当するときは、甲の解除権の行使の有無にかかわらず、不正行為に対する賠償金






　公正取引委員会は、平成 22 年 4 月、本件工事を含む一連の下水管きょ工事における談
合を理由に、A 社及び Y を含む 20 社を超える事業者に対して、排除措置命令及び課徴
金納付命令（以下「排除措置命令等」という）を行った。A 社に対する排除措置命令等
は確定したが、Y については、Y から審判の請求（平成 25 年改正前独禁法 49 条 6 項及
び 50 条 4 項）がされたため確定しなかった。
　X は、平成 22 年 9 月、A 社及び Y に対し、本件賠償金条項に基づく賠償金として、本
件契約の請負金額の 10 分の 2 に相当する 6151 万 5300 円の支払を請求した。A 社は、同
年 12 月、X に対し、上記賠償金の一部を支払った。X は、平成 23 年 7 月、本件訴えを
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の場合には、共同企業体だけでなく、その構成員について排除措置命令等が確定したと
きにも賠償金支払義務を生じさせる趣旨であると解するのが相当であるところ、本件契











































24・4・26（平成 23（ワ）第 700 号）、②横浜地川崎支判平成 24・7・4 審決集 59 巻第 2
分冊 323 頁（別件最高裁第 1 審）、③横浜地川崎支判平成 24・7・24（平成 23 年（ワ）
第 695 号）、④横浜地川崎支判平成 24・8・27 金判 1471 号 34 頁（本件第一審）、⑤東京
高判平成 24・11・22 審決集 59 巻第 2 分冊 334 頁（別件最高裁原審）、⑥東京高判平成
25・4・17 金判 1471 号 31 頁（本件原審）、⑦最判平成 26・12・19 日審決集 61 巻 469 頁






　原審は、本件約款 48 条 1 項 1 号の「乙」を本件企業体又はその構成員である「A 又は
1）　上田誠一郎「約款による契約の解釈」同『契約解釈の限界と不明確条項解釈準則』
（日本評論社，2003 年）（初出 1992 年）243 頁以下）。債権法改正における議論につ
いて，山本敬三「契約の解釈と民法改正の課題」『石川正先生古稀記念論文集　経済
社会と法の役割』（商事法務，2013 年）717 頁，746 頁以下参照。




33 頁）。また、排除措置命令の対象となる「事業者」（独禁法 7 条、3 条等）が、本件共
同事業体そのものではなく、その構成員である「A 又は Y」であることは「容易に想定」
できる（同 33 頁）。さらに、本件賠償金条項の目的をも根拠として、本件約款 48 条 1 項
















解釈をせずに、A に排除措置命令等が確定した場合は Y も債務を負担することが認めら
れている。これに対し、③では、本件賠償金支払条項が契約上の賠償義務の履行に関わ










的な検討を必ずしも行ってはいない。本判決は、原審の「A 又は Y」か「A 及び Y」か
との問題設定を引き継ぎ、本件賠償金条項中の「乙」について、次の 3 点を理由に「A
及び Y」を意味するものと解した。まず、「乙」の意義は文言上一義的に明らかではない










































（下級審裁判例については深谷 25 頁参照）。⑧最判昭和 63 年 11 月 25 日判時 1301 号 95
頁、判タ 687 号 72 頁、⑨最判平成 9・2・25 判時 1599 号 66 頁、判タ 937 号 100 頁、⑩
最判平成 19・6・11 判時 1980 号 69 頁、判タ 1250 号 76 頁、⑪最判平成 22・10・14 判時





3）　山城 17 頁，曽野 68 頁他この点は多くの評釈で指摘される（後掲の本件評釈につ
いては著者名のみで引用する。以下同じ）。深谷 25 頁は千葉補足意見が「実質的に
は『意見』に近い」と述べる。ただし，「不利益」に言及する点に異なるニュアンス
を読み取ることも可能である。曽野 68 頁，深谷 25 頁，石上 74 頁。
4）　債権法改正後では，定型約款に該当する場合は民法 548 条の 2 及び民法 1 条 2 項
の規定に基づいて解決されることになる（椙村 81 頁）としても，定型約款に該当し
ない約款についてはなお本件で示された解釈方法の意義は失われない。この点につ
き森田宏樹「『定型約款』に関する規定を新設した理由は何か」法教 457 号 1 頁
（2018 年）を参照。

















に関する規定（約款 9 条 2 項・3 項）に続く、「上記以外に特別の存在を被った当事者の
一方は、相手方に違約金又は損害賠償の支払いを求めることができる」（同 4 項）との規





































　このように、賠償金支払い条項の性質については議論がある 7）。独占禁止法 25 条によ
る事業者に対する損害賠償は、民法 709 条の特則として不法行為責任の性質を有すると
される 8）。そうすると、契約約款において不法行為責任に関する定めを置くことが可能か
6）　この他に①～⑥では本件約款 53 条・48 条 1 項 1 号について公序良俗違反の主張
も行われたがいずれも認められなかった。
7）　村田恭介「入札談合に対する損害賠償の予約条項についての考察」公取 616 号 68
頁（2002 年），伊藤憲二「入札談合事件に係る損害賠償請求の現状」公取 652 号
（2005 年）24 頁等参照。賠償金条項の趣旨は損害賠償の予定額を超える賠償が認め
られるかという形でしばしば争われることがある（東京高判平成 22・10・1 審決集
57 巻第 2 分冊 385 頁等）。

























とされる（商法 511 条、最判平成 10・4・14 民集 52 巻 3 号 813 頁参照）。そうすると、
賠償金を支払わせるという解釈に対して自己責任の原則を超えるとの批判は当たらない
とすることも可能であるように思われる。
止法』（有斐閣，第 3 版，2016 年）736 頁注 61 参照。


















及び Y」と解するのであれば、A について排除措置命令が確定した場合にも、A は賠償
金の支払い義務を負わないと解してよいかという点が指摘される（匿名コメント・金判
29 頁。その他の問題については曽野 68 頁参照）。しかしながら、「A 及び Y」か「A 又は
Y」かという問題設定は、本件の争い方によって生じたものにすぎず、A に排除措置命
令が確定した場合には、本判決の射程は及ばないと考えられる（滝沢 166 頁、深谷 27 頁）。
　※　本件の評釈等として、滝沢昌彦・民商 151 巻 2 号 161 頁、橋本勇・自治実務セミ
ナー 633 号 60 頁、椙村寛道・NBL1052 号 79 頁、奈良輝久・金判 1473 号 8 頁、本村健
ほか・商事法務 2081 号 63 頁、丸山絵美子・判時 2268 号 163 頁、山城一真・判例セレク
ト 2015-I・17 頁、芦野訓和・リマークス 52 号 14 頁、曽野裕夫・ジュリ 1492 号 67 頁、
菊池憲久・行政関係判例解説平成 26 年 271 頁、長友昭・日本不動産学会誌 30 巻 3 号 76
頁、深谷格・末川民事法研究 1 号 19 頁、石上敬子・法学 82 巻 6 号 65 頁がある。

